
令和６年度第１回朝霞市障害者自立支援協議会 

次   第 

 

            日 時  令和６年５月３０日（木） 

                 午後２時から午後４時まで 

            会 場  朝霞市役所別館５階 ５０１会議室 

            

１ 開 会 

 

２ 議 題 

（１）会長、副会長の選出について 

（２）専門部会委員の指名について 

（３）令和５年度の朝霞市障害者自立支援協議会専門部会の報告及び令和６年度の計画

について 

（４）第６期朝霞市障害福祉計画・第２期朝霞市障害児福祉計画の進捗状況の報告及び

第６次朝霞市障害者プラン等について 

（５）令和６年度のスケジュールについて 

（６）その他 

 

３ 閉 会 
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○朝霞市障害者自立支援協議会条例 

平成25年１月15日条例第13号 

改正 

平成26年３月31日条例第５号 

平成28年３月28日条例第６号 

朝霞市障害者自立支援協議会条例 

（目的） 

第１条 この条例は、朝霞市障害者自立支援協議会の設置、組織及び運営に関する事項を定めるこ

とを目的とする。 

（設置） 

第２条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）に

基づき、障害者等への支援の体制の整備を図るため、朝霞市障害者自立支援協議会（以下「協議

会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第３条 協議会は、次に掲げる事務を所掌する。 

(１) 障害福祉サービス利用に係る相談支援事業の中立性及び公正性の確保に関すること。 

(２) 障害者等への支援のあり方に係る協議及び調整に関すること。 

(３) 地域の関係機関によるネットワークの構築及び推進に関すること。 

(４) 地域の社会資源の開発及び改善に関すること。 

(５) 障害福祉計画に関する意見具申に関すること。 

(６) 障害福祉計画の実績の評価に関すること。 

(７) 障害を理由とする差別の解消の推進に関すること。 

(８) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めること。 

（組織） 

第４条 協議会は、委員20人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(１) 相談支援事業者 

(２) 障害福祉サービス事業者 

(３) 保健又は医療関係者 

(４) 教育又は雇用関係者 
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(５) 障害者団体の代表者 

(６) 学識経験を有する者 

(７) 知識経験を有する者 

(８) 障害者及びその家族 

(９) 関係行政機関の職員 

(10) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に、会長及び副会長１人を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（任期） 

第６条 委員の任期は、２年以内とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（部会） 

第７条 会長は、必要があると認めるときは、協議会に諮って、部会を置くことができる。 

（会議） 

第８条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求めて意見若しくは説明を聴き、

又は必要な資料の提供を求めることができる。 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は、福祉部障害福祉課において処理する。 

（雑則） 

第10条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って

定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この条例の施行の日から平成25年３月31日までの間における第２条の規定の適用については、

同条中「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」とあるのは、「障害者

自立支援法」とする。 

附 則（平成26年条例第５号） 

この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月28日条例第６号） 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 
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○朝霞市障害者自立支援協議会専門部会運営要綱  

平成２５年７月３１日 

要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、朝霞市障害者自立支援協議会条例第７条に規定する部会

の設置、組織及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。  

（所掌事務） 

第２条 部会（以下「専門部会」という。）は、障害（児）者の権利擁護など

に関して、抱えている問題又は困難事例に対する検討を行い、朝霞市障害者

自立支援協議会（以下「協議会」という。）に報告するものとする。  

（専門部会員） 

第３条 専門部会の構成員（以下「部会員」という。）は、朝霞市障害者自立

支援協議会条例（以下「条例」という。）条例第４条に掲げる者のうちから

協議会の会長（以下「会長」という。）が指名する。  

（部会員の任期） 

第４条 部会員の任期は、協議会の委員の任期とする。  

２ 部会員が欠けた場合における補欠部会員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

（部会長及び副部会長）  

第５条 専門部会に部会長及び副部会長を置く。  

２ 部会長及び副部会長は、部会員の互選によってこれを定める。  

３ 部会長は、部会を代表し、会務を総理する。  

４ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるとき、又は部会長が欠

けたときは、その職務を代理する。  

（専門部会の会議） 

第６条 専門部会の会議（以下「会議」という。）は、必要に応じ、部会長が

招集する。 

２ 部会長は、必要があると認めるときは、会議に部会員以外の者の出席を求

め、その意見又は説明を聴くことができる。  
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３ 部会の活動内容は、協議会へ報告するものとする。  

４ 会議は公開とする。ただし、個人情報に関する事項を審議又は検討する場

合は、会議を非公開とすることができる。  

５ 会議は、部会員の過半数の出席により、開催することができる。  

（秘密の保持） 

第７条 部会員の参加者は、会議等を通じて知り得た秘密について、他に漏ら

してはならない。その職を退いた後も同様とする。  

附 則  

この要綱は、平成２５年７月３１日から施行する。  

 



障害者自立支援協議会について

R6.4.1作成

朝霞市福祉部障害福祉課

資料１－１



１．障害福祉施策の推進体制について

朝霞市の障害福祉施策は、障害者プラン
及び障害福祉計画・障害児福祉計画に基
づいて推進されています。

①障害者プラン（障害者基本法に基づく
市町村障害者計画）：障害者施策全般に
わたる基本的事項を定めています。

②障害福祉計画（障害者総合支援法に基
づく市町村障害福祉計画）・障害児福祉
計画（児童福祉法に基づく市町村障害児
福祉計画）：障害福祉サービス（児も含
む）の見込量を定めています。



２．障害者プラン・障害福祉計画
１ 基本理念

第６次朝霞市障害者プランでは、基本理念に基づき、障害の有無や世代の違いなどにかかわらず、誰もがお互いを尊重し合い
ながら、地域で共に生きる社会の実現を目指します。
また、あらゆるライフステージにおいて、自分らしく、自分の意思で自立し、社会参加ができるよう、障害者総合支援法や児

童福祉法の基本理念を踏まえ、障害福祉サービス等の実施など、さまざまな施策を推進します。

２ 基本目標

誰もがお互いに尊重し合い
地域で共に生きる社会の実現

朝霞市障害者プラン 朝霞市障害福祉計画・朝霞市障害児福祉計画

１ 共生社会の実現を目指す

２ 地域生活を充実し、社会参加を支援する

３ 就労を支援する

４ 共に育ち、共に学ぶ療育・教育を推進する

５ 安心・安全な暮らしをつくる

１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行

２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

３ 地域生活支援の充実

４ 福祉施設から一般就労への移行等

５ 障害児支援の提供体制の整備等

６ 発達障害者等に対する支援

７ 相談支援体制の充実・強化のための取組

８ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築



３．障害者自立支援協議会について（１）

障害者総合支援法
（協議会の設置）
第ハ十九条の三 地方公共団体は、単独で又は共同して、障害者等への支援の体制の整備を図るため、関係機

関、関係団体並びに障害者等及びその家族並びに障害者等の福祉、医療、教育又は雇用に関
連する職務に従事する者その他の関係者により構成される協議会を置くように努めなければ
ならない。

２ 前項の協議会は、関係機関等が相互の連絡を図ることにより、地域における障害者等への支
援体制に関する課題について情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地
域の実情に応じた体制の整備について協議を行うものとする。

朝霞市障害者自立支援協議会条例
（所掌事務）
第３条 協議会は、次に掲げる事務を所掌する。
（１）障害福祉サービス利用に係る相談支援事業の中立性及び公正性の確保に関すること。
（２）障害者等への支援のあり方に係る協議及び調整に関すること。
（３）地域の関係機関によるネットワークの構築及び推進に関すること。
（４）地域の社会資源の開発及び改善に関すること。
（５）障害福祉計画に関する意見具申に関すること。
（６）障害福祉計画の実績の評価に関すること。
（７）障害を理由とする差別の解消の推進に関すること。
（８）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めること。



＜地域自立支援協議会の運営の視点＞
障害者等の地域生活を支援するためには、共通の目的に向け、情報を共有して具体的に協働することが必要で
あり、その中核をなす地域自立支援協議会が重要となります。
①共通の目的を持つ ②情報の共有
③具体的に協働する ④地域の関係者によるネットワークを構築する

＜地域自立支援協議会の機能＞

３．障害者自立支援協議会について（２）

自立支援協議会の運営マニュアル（財団法人 日本障害者リハビリテーション協会）より

情報機能 ・困難事例や地域の現状・課題等の情報共有と情報発信

調整機能 ・地域の関係機関によるネットワーク構築
・困難事例への対応のあり方に対する協議、調整

開発機能 ・地域の社会資源の開発、改善

教育機能 ・構成員の資質向上の場として活用

権利擁護機能 ・権利擁護に関する取り組みを展開する

評価機能 ・中立・公平性を確保する観点から、委託相談支援事業者の運営評価
・サービス利用計画作成費対象者、重度包括支援事業等の評価
・市町村相談支援機能強化事業及び都道府県相談支援体制整備事業の活用



３．障害者自立支援協議会について（３）

【イメージ図】
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３．障害者自立支援協議会について（４）
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R5年度障害者自立支援協議会専門部会の報告及びR6年度計画

【イメージ図】
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＜部会設置の根拠＞
障害者差別解消法の「障害者差別解消支援地域協議会」の位置づけ

＜計画等＞

引き続き事例の検討は行いつ
つ、会議体の方向性及び事案
の情報共有及び構成機関等へ
の提言、解決を後押しするた
めの協議まで行いたい。
向陽園で実施する研修会に部
会として見学や参加をさせて
いただく予定。＜委員からの意見・感想等＞

合理的配慮が民間事業所も義務化となるが、啓発活動はどのように実施するのか。一般企業向けに権利擁護の研
修ができたらいいのでは。虐待の通報先について。

＜主な議題・実施内容＞
●R6.1.24開催、「障害者差別解消法に係る報告につい
て」「障害者差別等、障害者の権利擁護に係る事例報告
及び検討」「権利擁護研修」

＜今後の課題＞
自立支援協議会として、市内事業所に対して権利擁護研
修を実施してはどうか。

地
域
生
活
支
援
拠
点

＜部会設置の根拠＞　第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画
【基本目標】（３）地域生活支援拠点等が有する機能の充実

＜主な議題・実施内容＞
●R5.7.28開催　「委員の変更及び部会長・副部会長の
選出について」「障害福祉関係者交流会の報告」「施設
見学会の検討について」
●R6.2.6開催　「地域生活支援拠点等の評価について」
「地域生活支援拠点部会の活動報告」「特定相談支援事
業所連絡会での協議内容の報告」

＜今後の課題＞
引き続き、基幹相談支援センター設置に向けて、相談支
援事業所連絡会と連携をとる。
地域生活支援拠点等事業に登録し、得た評価を事業の充
実につなげる。
顔の見える関係作りに重きを起きつつ、課題を明確にし
た場としての交流会を行う。

＜計画等＞

１回目：基幹相談支援セン
ター設置に向けた情報共有や
課題・流れの周知等。関係者
交流会の今後のあり方につい
て意見交換。
２回目：地域生活支援拠点に
登録している事業所の評価。
基幹相談支援センターに関す
る相談支援事業の報告。＜委員からの意見・感想等＞

「障害福祉関係者交流会は、今後も期待。課題がぼやけてしまわぬよう、分野ごとに開かれることも検討必要」
「拠点の評価について、どこが何の事業種別や機能を担っているかわかると評価しやすい。」「拠点登録のある
事業所からの好事例報告が上がったが、このようなつながりが増えるとよい」「次年度、基幹相談支援センター
の設置に向けて、相談支援事業所連絡会と市が連携することが非常に重要」

こ
ど
も
部
会

＜部会設置の根拠＞　第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画
【基本目標】（５）障害児支援の提供体制の整備等

＜主な議題・実施内容＞
●R5.8.23開催　「委員の変更について」「医療的ケア児の支
援について」「国及び県の動向について」「今後のこども部
会について」・啓発を目的にしたシンポジウム等の実施の検
討
●R6.3.27開催　「医療的ケア児の支援について」「国及び県
の動向について」「今後のこども部会について」・医ケア児
等支援センター、教育局から医療的ケア体制充実事業につい
て、来年度中に実施予定の啓発事業の説明

＜今後の課題＞
医療的ケア児の支援について、コーディネーターの活用
も踏まえ、災害時個別支援計画作成を進める。
障害児施策の現状を共有し、課題解決に向けて、部会の
中で取り組む内容を協議していく。　　　　　啓発によ
る効果を見ていく。

＜計画等＞

令和６年度前半に、啓発事業
の実施をする。結果の評価。
前年度までの意見をふまえ、
今後の部会としての取組内容
の協議を行う。

＜委員からの意見・感想等＞
医療的ケア児の就学後を踏まえた支援、就学後の課題に関して市としての対応が必要と思われる。また、グレー
ゾーンの児童を評価し、必要なサービスにつなぐ機関が公的に必要ではないか。インクルージョンの推進に関し
て、シンポジウム等を活用することがよいのでは。
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＜部会設置の根拠＞　第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画
【基本目標】（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

＜主な議題・実施内容＞
●R5.7.24開催　「委員の変更及び副部会長の選任につ
いて」「障害福祉関係者交流会の報告について」「今後
の精神包括ケア部会について」
●R6.1.29開催　「目標設定について」「目標に向けた
具体的な取り組みについて」

＜今後の課題＞
退院促進について協議していく。入院患者以外の当事者
意見の抽出方法について協議していく。

＜計画等＞

１回目では長期入院患者の退
院促進について協議を行い、
目標の設定を行う。２回目で
は評価を行いたい。

＜委員からの意見・感想等＞
「病院との連携が必要」「課題の抽出のため、長期入院患者の退院促進を進めた方がいい」「在宅で生活してい
る当事者意見の抽出も必要」

＜障害者自立支援協議会の所掌事務＞

（１）障害福祉サービス利用に係る相談支援事業の中立性及び公正性の確保に関すること。

（２）障害者等への支援のあり方に係る協議及び調整に関すること。

（３）地域の関係機関によるネットワークの構築及び推進に関すること。

（４）地域の社会資源の開発及び改善に関すること。

（５）障害福祉計画に関する意見具申に関すること。

（６）障害福祉計画の実績の評価に関すること。

（７）障害を理由とする差別の解消の推進に関すること。

（８）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めること。
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児童発達支援事業所・

放課後等デイサービス

事業所の集まり

進路連絡

協議会



数値

5人

令和５（2023）年度の目標設定（計画書P４２～５４）

基本目標１　福祉施設入所からの地域生活への移行

①入所施設の入所者の地域生活への移行

区分

地域生活移行者数

②入所施設の入所者数

施設入所者の削減数については、県では数値目標を設定しないこととしており、
本市でも同様とします。

次年度以降の展望等
引き続き、個別のケースごとに適切な支援を行うとともに、地域生活移行に関する支援について、国・県の動向を
注視し、先進事例等について調査していく。

令和３（２０２１）年度の進
捗・課題等

関係機関等と連携し、個別ケースごとに柔軟に対応している。今後においても、地域生活移行者への適切な支援を
継続して行っていく。（令和３年度実績なし）

次年度以降の展望等
引き続き、個別のケースごとに適切な支援を行うとともに、地域生活移行に関する支援について、国・県の動向を
注視し、先進事例等について調査していく。

令和４（２０２２）年度の進
捗・課題等

関係機関等と連携し、個別ケースごとに柔軟に対応している。今後においても、地域生活移行者への適切な支援を
継続して行っていく。（令和４年度実績なし）

次年度以降の展望等
引き続き、個別のケースごとに適切な支援を行うとともに、地域生活移行に関する支援について、国・県の動向を
注視し、先進事例等について調査していく。

令和５（２０２２）年度の進
捗・課題等

令和５年度末までの地域生活への移行は目標を達成することができなかった（０人）。関係機関等と連携し、個別
ケースごとに柔軟に対応していき、地域生活移行を目指した支援を継続して行っていく必要がある。

第６期障害福祉計画等進行管理シート（基本目標）2021（R3）～2023（R5）

1 / 16 ページ
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令和３年度
2021年度

令和４年度
2022年度

令和５年度
2023年度

① 検討 2回 2回

② 検討 16人 16人

④ 2人 2人 2人

⑤ 7人 7人 7人

⑥ 15人 15人 15人

⑦ 1人 1人 1人

③
保健、医療及び福祉関係者による協議の場に
おける目標設定及び評価の実施回数

検討
目標設定

有り
2回

保健、医療及び福祉関係者による協議の場の
開催回数

保健、医療及び福祉関係者による協議の場へ
の関係者の参加者数

精神障害者の地域移行支援の利用者数

精神障害者の地域定着支援の利用者数

精神障害者の共同生活援助の利用者数

精神障害者の自立生活援助の利用者数

目標設定
有り
2回

令和３（２０２１）年度の進
捗・課題等

保健、医療及び福祉関係者による協議の場として、障害者自立支援協議会専門部会「精神包括ケア部会」を令和４年
７月に新規設置するための準備を行った。また、精神障害者の各サービス利用者は数値目標を達成している。（地域
移行支援2人、地域定着支援14人、共同生活援助53人、自立生活援助1人）

次年度以降の展望等
令和４年度に障害者自立支援協議会専門部会「精神包括ケア部会」を立ち上げ、地域の関係者による協議を行い、適
切な支援方法の検討を行う。

令和４（２０２２）年度の進
捗・課題等

保健、医療及び福祉関係者による協議の場として、障害者自立支援協議会専門部会「精神包括ケア部会」を令和４年
７月に設置し、地域の関係者による協議を行い、市の現状等について情報共有を図った。
（①２回、②１５人、③検討、④２人、⑤１０人、⑥５４人、⑦４人）

次年度以降の展望等
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて、市としての目標の設定や評価の実施等について、関
係者と協議を行いながら検討していく。

令和５（２０２２）年度の進
捗・課題等

障害者自立支援協議会専門部会「精神包括ケア部会」にて地域の保健、医療及び福祉関係者と精神障害にも対応し
た地域包括ケアシステムの構築に向けて協議を行った。また、市の現状等について情報共有を図った。　（①２回、②
１３人、③目標設定済、評価方法検討中、④2人、⑤9人、⑥61人、⑦5人）

次年度以降の展望等
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて、長期入院患者の退院促進について協議し、支援方針
の検討、支援の実施、評価を行う。

基本目標２　精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

区分

2 / 16 ページ



令和４（２０２２）年度の進
捗・課題等

令和４年度から朝霞市地域生活支援拠点等事業を開始し、市内事業所５か所が登録している状況である。障害者自
立支援協議会専門部会「地域生活支援拠点部会」において、運用状況の検証及び評価を実施した。

次年度以降の展望等
令和４年度から朝霞市地域生活支援拠点等事業を開始したものの、登録事業所が５か所であることから、事業所を
増やしていくとともに、評価等についても継続的に実施していく。

令和５（２０２２）年度の進
捗・課題等

地域生活支援拠点等の機能の充実を図ること、登録事業所を増やすことを目的として、市内障害福祉関係者を対象
に、「障害福祉関係者みんなで考える交流会」を実施。そこで出た課題等の検討を専門部会で協議した。また、登録
事業所は９か所に増え、５つの機能すべてを補完している。

次年度以降の展望等

緊急時の受入れ・対応の機能に登録している事業所が１か所しかなく、障害者及び事業所の利活用を促進するため
にあんしんシートを作成し、緊急時に困らない体制づくりの強化を図る。また、専門部会での事業の評価等も継続的
に実施していく。

次年度以降の展望等
令和４年度に朝霞市地域生活支援拠点等事業を開始し、障害者自立支援協議会専門部会「地域生活支援拠点部会」
において検証・検討を行い、機能の充実を図る。

基本目標３　地域生活支援拠点等が有する機能の充実

本市では、地域における複数の機関がそれぞれの機能を担う面的整備型を目指
すこととしており、現在、それぞれの機能の個別の体制は整いつつありますが、
全体としての地域生活支援拠点等の体制は、未整備となっています。今後、障害
者自立支援協議会専門部会（地域生活支援拠点部会）において、年１回以上運用
状況の検証及び検討を行います。

令和３（２０２１）年度の進
捗・課題等

地域生活支援拠点等の整備として、令和4年4月1日より朝霞市地域生活支援拠点等事業を開始する準備を行った。
今後、障害者自立支援協議会専門部会「地域生活支援拠点部会」において評価等を行っていく。
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数値

23人

数値

18人

数値

21人

3人

1人

数値

2か所

④令和５（2023）年度中に就労継続支援Ａ型
事業を通じて一般就労へ移行する者

⑤令和５（2023）年度中に就労継続支援Ｂ型
事業を通じて一般就労へ移行する者

⑥就労定着支援事業所の就労定着率

区分

⑥令和５（2023）年度において就労定着率
が８割以上の就労定着支援事業所数

令和３（２０２１）年度の進
捗・課題等

障害者就労支援センター等を活用し、就労に関する支援を行った。今後、市内事業所とも連携し、一般就労への移行
について、継続した支援を行っていく。（令和3年度①15人、②10人、③12人、④3人、⑤0人）

次年度以降の展望等 障害者就労支援センターと緊密に連携し、ケースごとに柔軟な就労支援を実施し、適切な支援を行う。

令和４（２０２２）年度の進
捗・課題等

障害者就労支援センター等を活用し、就労に関する支援を行った。今後、市内事業所とも連携し、一般就労への移行
について、継続した支援を行っていく。（令和4年度①34人、②20人、③31人、④2人、⑤1人、⑥2か所）

次年度以降の展望等 障害者就労支援センター及び事業所と連携し、ケースごとに柔軟な就労支援を実施し、適切な支援を行う。

令和５（２０２２）年度の進
捗・課題等

障害者就労支援センター等を活用し、就労に関する支援を行った。令和５年度実績として、①１６人、②14人、③18
人、④０人、⑤２人、⑥2か所となり、一部目標を達成することができた。福祉施設からの一般就労への移行について
は、今後の継続的な支援が課題となっている。

次年度以降の展望等 障害者就労支援センター及び事業所と連携し、ケースごとに柔軟な就労支援を実施し、適切な支援を行う。

①福祉施設から一般就労への移行

区分

①令和５（2023）年度中に福祉施設から一
般就労へ移行する者

②就労定着支援事業の利用者数

区分

②令和５（2023）年度中に一般就労に移行
した者の就労定着支援事業利用者数

③就労移行支援事業の利用者の一般就労への移行
④就労継続支援Ａ型の利用者の一般就労への移行
⑤就労継続支援Ｂ型の利用者の一般就労への移行

区分

③令和５（2023）年度中に就労移行支援事
業を通じて一般就労へ移行する者

基本目標4　福祉施設から一般就労への移行等
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次年度以降の展望等
令和４年度も引き続き障害者自立支援協議会専門部会「こども部会（医療的ケア児部会から改称）」を複数回行い、
医療的ケア児を含めた障害児の支援について検討を行う。

令和４（２０２２）年度の進
捗・課題等

上記目標は達成できている。障害者自立支援協議会専門部会「こども部会」を２回行い、医療的ケア児を含めた障害
児の支援について検討を行った。次年度以降も、関係機関との連携、各施設施設の周知、医ケア児コーディネーター
の活用等について引き続き検討を行っていく。（③コーディネーターの配置３か所達成済）

次年度以降の展望等

医療的ケア児の支援について、災害時個別支援計画の作成を進めるとともに、県の医療的ケア児等支援センターに
関しての情報共有等を図っていく。障害児施策の現状を共有し、課題解決に向けて、部会の中で取り組む内容を協
議していく。

令和５（２０２２）年度の進
捗・課題等

上記目標は達成できている。障害者自立支援協議会専門部会「こども部会」を２回開催し、医療的ケア児を含めた障
害児の支援について検討を行った。次年度以降も、関係機関との連携、各施設施設の周知、医ケア児コーディネー
ターの活用等について引き続き検討を行っていく。（③コーディネーターの配置３か所達成済）

次年度以降の展望等

医療的ケア児の支援について、災害時個別支援計画の作成を進めるとともに、県の医療的ケア児等支援センターと
も連携し情報共有等を図っていく。障害児施策の現状を共有し、課題解決に向けて、部会の中で取り組む内容を協
議していく。

令和３（２０２１）年度の進
捗・課題等

令和３年度時点で、上記目標は達成できている。次年度以降も、関係機関との連携、各施設施設の周知、医ケア児
コーディネーターの活用等について引き続き検討を行っていく。
※令和３年８月：②「令和５（2023）年度末までの放課後等デイサービス事業所の設置数」について、達成済。

区分 数値

令和５（2023）年度末までの協議の場の設
置

1か所
（達成済）

令和５（2023）年度末までのコーディネー
ターの配置

３か所

令和５（2023）年度末までの児童発達支援
センターの設置

1か所
（達成済）

令和５（2023）年度末までの保育所等訪問
支援の利用体制の構築

体制有
（達成済）

②重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確保

区分 数値

令和５（2023）年度末までの児童発達支援
事業所の設置数

令和５（2023）年度末までの放課後等デイ
サービス事業所の設置数

1か所

③医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置及びコーディネーターの配置

基本目標5　障害児支援の提供体制の整備等

①児童発達支援センターの設置及び保育所等訪問支援の充実

区分 数値等

1か所
（達成済）
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令和３年度
2021年度

令和４年度
2022年度

令和５年度
2023年度

6件 6件 6件

次年度以降の展望等
引き続き、特定相談支援事業所等連絡会を開催し、各相談支援事業所と連携を図るとともに、効率的な連携方法や
人材育成等について検討を行う。

令和５（２０２２）年度の進
捗・課題等

相談支援ネットワークの質の向上のため、特定相談支援事業所等連絡会を開催した。今後も、相談資質向上のため
GSVや事例検討等を行っていく。（令和５年度は連絡会を８回開催）

次年度以降の展望等
引き続き、特定相談支援事業所等連絡会を開催し、各相談支援事業所と連携を図るとともに、効率的な連携方法や
人材育成等について検討を行う。

令和５（２０２２）年度の進
捗・課題等

県主催研修等の周知や、民間事業者の取組を見学する等、情報収集に努めた。また、こども未来課において、子育て
支援のためのペアレントトレーニングを実施し、３５人が受講した。

次年度以降の展望等 ペアレントトレーニングの実施をとおして、支援に努めると共に、ピアサポート等の情報収集に努める。

令和３（２０２１）年度の進
捗等

相談支援ネットワークの質の向上のため、特定相談支援事業所等連絡会を開催した。今後も、相談資質向上のため
GSV等を行っていく。（令和３年度はGSV等を７回実施）

次年度以降の展望等
引き続き、特定相談支援事業所等連絡会を開催しつつ、効率的な連携方法や会議形態等についても調査し、より良
い人材育成について検討を行う。

令和４（２０２２）年度の進
捗・課題等

相談支援ネットワークの質の向上のため、特定相談支援事業所等連絡会を開催した。今後も、相談資質向上のため
GSVや事例検討等を行っていく。（令和４年度は連絡会を６回開催）

基本目標７　相談支援体制の充実・強化のための取組

区分

相談支援事業者の人材育成の支援件数

令和３（２０２１）年度の進
捗・課題等

県主催研修等の周知は行ったが、市による事業実施方法等の検討の機会は設けられなかった。今後、県の動向等を
注視しつつ、関係各課と協力し、研修参加を促していく。

次年度以降の展望等 令和４年度には、民間事業者等で行われている事業等も調査し、職員の知識向上に努める。

令和４（２０２２）年度の進
捗・課題等

県主催研修等の周知や、民間事業者の取組を見学する等、情報収集に努めた。今後、県の動向等を注視しつつ、関係
各課や民間事業者と協力し、実施方法等を検討していく。

次年度以降の展望等 令和５年度も引き続き、民間事業者等で行われている事業等も調査し、職員の知識向上に努める。

基本目標６　発達障害者等に対する支援

「ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プログラム等の受
講者数」、「ペアレントメンターの人数」、「ピアサポートの活動への参加人数」
の見込みについては、新たに実施方法等を検討する必要があるため、数値目標の
設定は行わず、令和５（2023）年度までに検討することとします。
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数値

４人

令和４（２０２２）年度の進
捗・課題等

業務担当職員は全員研修に参加した（システム会社主催研修に４人参加）。
引き続き、関係する研修に参加し、知識の向上に努める。

次年度以降の展望等
国や県などの研修の際は積極的に参加し、担当職員の知識向上を図り、適正支給に努めるとともに、市内の事業所
にも適切なサービスを心がけるよう働きかけていく。

令和５（２０２２）年度の進
捗・課題等

業務担当職員は全員研修に参加した（システム会社主催研修に４人参加）。
引き続き、関係する研修に参加し、知識の向上に努める。

次年度以降の展望等
国や県などの研修の際は積極的に参加し、担当職員の知識向上を図り、適正支給に努めるとともに、報酬改定など
の情報収集と情報提供により、市内事業所を支援し、サービス提供体制の向上を図る。

令和３（２０２１）年度の進
捗・課題等

業務担当職員は全員研修に参加した（システム会社主催研修）。
引き続き、関係する研修に参加し、知識の向上に努める。

次年度以降の展望等
国や県などの研修の際は積極的に参加し、担当職員の知識向上を図り、市内の事業所にも適切なサービスを心がけ
るよう働きかけていく。

基本目標８　障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築

区分

令和５（2023）年度末までの都道府県が実施する障害福祉サービス
等に係る研修その他の研修への市職員の参加人数
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＊第６期計画は令和３年度からです。

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

月間実利用者数
（見込）

169 177 187 161 168 175

月間実利用者数
（実績）

143 152 159 163 160 164

月間延利用時間
（見込）

2,247 2,354 2,487 3,525 3,659 3,799

月間延利用時間
（実績）

2,987 3,275 4,330 4,350 3,762 4,163

月間実利用者数
（見込）

141 148 155

月間実利用者数
（実績）

125 134 138 140 138 137

月間延利用時間
（見込）

2,787 2,921 3,061

月間延利用時間
（実績）

2,405 2,701 2,846 2,980 2,462 2,795

月間実利用者数
（見込）

2 2 2

月間実利用者数
（実績）

1 1 3 3 3 3

月間延利用時間
（見込）

288 288 288

月間延利用時間
（実績）

113 175 1,032 859 810 788

月間実利用者数
（見込）

15 15 15

月間実利用者数
（実績）

15 15 15 17 16 19

月間延利用時間
（見込）

403 403 403

月間延利用時間
（実績）

429 377 423 451 457 515

月間実利用者数
（見込）

3 3 3

月間実利用者数
（実績）

2 2 3 3 3 5

月間延利用時間
（見込）

47 47 47

月間延利用時間
（実績）

40 22 29 60 33 65

月間実利用者数
（見込）

検討 検討 検討

月間実利用者数
（実績）

0 0 0 0 0 0

月間延利用時間
（見込）

検討 検討 検討

月間延利用時間
（実績）

0 0 0 0 0 0

令和5年度分
（２０２3年度分）

居宅介護について、実利用者数がほぼ前年と変わらないのに対し、延べ利用時間
は伸びており、一人当たりの支援が増加している。行動援護同行援護といった外
出支援については安定した利用が継続されている。

市外の事業所情報を収集するなど、居宅介護利用希望者に対し適切なサービスを確保
できるような支援体制を検討する。

計画

↓

実施

活動指標等

②重度訪問介護

③同行援護

④行動援護

⑤重度障害者等
包括支援

その他・
特記事項等

進捗・課題等 次年度以降の展望等

区分

訪問系サービス
合計
下記①～⑤

①居宅介護

＊訪問系サービスについては、令和元年度までは、個別サービスごとの見込無し。
＊市内/市外の利用の区別なし。

1訪問系サービス　（計画書P５５～６１）
進捗・課題等 次年度以降の展望等

進捗・課題等 次年度以降の展望等

令和３年度分
（２０２１年度分）

重度訪問介護については、年度途中に実利用者が減少したため、利用時間実績も
減少した。行動援護については、実利用者数に変化はなかったが、新型コロナウイ
ルスの流行が落ち着いたこともあり、利用時間が増加した。訪問系サービス合計
としては実利用者数・利用時間ともに前年度実績を上回った。

今後、利用量は増加していくことを見込む。新型コロナウイルス感染症の動向により、感
染対策などを講じつつ、適正なサービスを確保していくため、各事業所と連携し、よりよ
い支援体制について検討する。

令和4年度分
（２０２2年度分）

重度訪問介護については、利用頻度が減少したことで、利用時間実績も減少し
た。行動援護については、実利用者数に変化はなかったが、新型コロナウイルスの
流行が落ち着いたこともあり、利用時間が増加した。訪問系サービス合計として
は実利用者数・利用時間ともに前年度実績を下回った。

新型コロナウイルス感染症の影響が減少するに伴い、利用量の増加が見込まれる。今後
も適正なサービスを確保していくため、各事業所と連携し、よりよい支援体制について
検討する。

第６期障害福祉計画等進行管理シート（活動指標）2021（R3）～2023（R5）
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＊第６期計画は令和３年度からです。

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

月間実利用者数
（見込）

163 167 172 186 202 219

月間実利用者数
（実績）

168 159 183 185 190 200

月間延利用日数
（見込）

3,586 3,674 3,784 4,092 4,444 4,818

月間延利用日数
（実績）

3,487 3,428 3,585 3,746 3,816 3,879

月間実利用者数
（見込）

1 1 1 1 1 1

月間実利用者数
（実績）

0 1 1 1 1 1

月間延利用日数
（見込）

22 22 22 22 22 22

月間延利用日数
（実績）

0 0.5 3 14 1 19

月間実利用者数
（見込）

23 23 24 38 41 44

月間実利用者数
（実績）

19 32 35 29 25 27

月間延利用日数
（見込）

506 506 528 836 902 968

月間延利用日数
（実績）

263 445 469 405 385 338

月間実利用者数
（見込）

50 55 60 40 42 44

月間実利用者数
（実績）

46 36 55 60 51 63

月間延利用日数
（見込）

1,100 1,210 1,320 880 924 968

月間延利用日数
（実績）

787 659 967 1,088 907 1,119

月間実利用者数
（見込）

18 19 21 13 15 18

月間実利用者数
（実績）

17 9 12 11 13 14

月間延利用日数
（見込）

396 418 462 286 330 396

月間延利用日数
（実績）

326 166 213 195 229 224

月間実利用者数
（見込）

138 143 148 156 158 160

月間実利用者数
（実績）

142 150 157 165 194 203

月間延利用日数
（見込）

3,036 3,146 3,256 3,432 3,476 3,520

月間延利用日数
（実績）

2,549 2,548 2,527 2,765 3,184 3,272

令和5年度分
（２０２3年度分）

全体的に実利用者が増加している。今後も安定して利用できるよう、利用者の希
望にあった支援をする。

就労支援について在宅訓練の門扉が広がったことに伴い、利用希望者が今後も増加す
ると思われる。利用者が希望する支援が行えるよう、関係機関と連携して対応する。

計画

↓

実施

活動指標等

（３）自立訓練
（生活訓練）

（４）就労移行支
援

（５）就労継続支
援（Ａ型）

（６）就労継続支
援（Ｂ型）

その他・
特記事項等

進捗・課題等 次年度以降の展望等

区分

（１）生活介護

（２）自立訓練
（機能訓練）

＊市内/市外の利用の区別なし。

2日中活動系サービス（計画書P62～77）　　１／２
進捗・課題等 次年度以降の展望等

進捗・課題等 次年度以降の展望等

令和３年度分
（２０２１年度分）

新型コロナウイルス感染症の流行が落ち着いてきたこともあり、全体的に利用量
が増加した。今後も安定して利用できるよう、利用者の希望にあった支援をする。

日常生活を支援するうえで欠かせないサービスであることから、制度の周知・案内を丁
寧に行い、利用者個人個人にあった適切な支援を実施するため、関係機関と連携して対
応する。

令和4年度分
（２０２2年度分）

新型コロナウイルス感染症の流行が落ち着いてきたこともあり、全体的に前年度
と同様の状況だった。今後も安定して利用できるよう、利用者の希望にあった支
援をする。

新型コロナウイルス感染症の影響が減少するに伴い、利用量の増加が見込まれる。利用
者個人個人にあった適切な支援を実施するため、関係機関と連携して対応する。
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＊第６期計画は令和３年度からです。

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

月間実利用者数
（見込）

6 7 8 15 16 17

月間実利用者数
（実績）

6 12 13 18 30 37

月間実利用者数
（見込）

14 14 14 16 17 18

月間実利用者数
（実績）

14 14 14 13 10 11

月間実利用者数
（見込）

25 27 29 37 42 48

月間実利用者数
（実績）

28 28 16 18 17 30

月間延利用日数
（見込）

230 248 266 370 420 480

月間延利用日数
（実績）

295 271 203 172 136 213

月間実利用者数
（見込）

1 1 1 1 1 1

月間実利用者数
（実績）

0 1 1 1 1 1

月間延利用日数
（見込）

5 5 5 5 5 5

月間延利用日数
（実績）

0 5 2 3 5 6

月間実利用者数
（見込）

1 1 1 1 1 1

月間実利用者数
（実績）

0 0 0 0 2 3

＊「第６期市町村障害福祉計画作成に係る県の考え方」等に基づき、利用日数等を設定していない項目があります。
＊市内/市外の利用の区別なし。

一枚目に記載 一枚目に記載

計画

↓

実施

活動指標等

（８）療養介護

（９）短期入所
（福祉型）

（９）短期入所
（医療型）

（１０）自立生活
援助

その他・
特記事項等

2日中活動系サービス（計画書P62～77）　　２／２

進捗・課題等 次年度以降の展望等

区分

（７）就労定着支
援
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＊第６期計画は令和３年度からです。

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

月間実利用者数
（見込）

32 33 34 67 74 81

月間実利用者数
（実績）

40 49 64 79 102 113

月間実利用者数
（見込）

85 86 87 94 102 110

月間実利用者数
（実績）

82 81 87 87 87 86

その他・
特記事項等

＊市内/市外の利用の区別なし。

令和３年度分
（２０２１年度分）

共同生活援助（グループホーム）の利用者数は増加している。引き続き、関係機関
と連携し、制度の周知等を行っていく。

居住系サービスのニーズは継続的にあると考えられるため、設立希望の団体等からの相
談には丁寧に対応し、計画との整合性を図りながら、地域においての生活の支援を図
る。

令和4年度分
（２０２2年度分）

共同生活援助（グループホーム）の利用者数は増加している。引き続き、関係機関
と連携し、制度の周知等を行っていく。

今後の地域生活への移行を鑑みると、共同生活援助の必要性が増加することが予想さ
れる。設立希望の団体等からの相談には丁寧に対応し、計画との整合性を図りながら、
地域においての生活の支援を図る。

令和5年度分
（２０２3年度分）

共同生活援助（グループホーム）の利用者数は増加している。引き続き、関係機関
と連携し、制度の周知等を行っていく。

今後の地域生活への移行を鑑みると、共同生活援助の必要性が増加することが予想さ
れる。設立希望の団体等からの相談には丁寧に対応し、計画との整合性を図りながら、
地域においての生活の支援を図る。

計画

↓

実施

活動指標等

進捗・課題等 次年度以降の展望等

区分

（１）共同生活援
助（グループ
ホーム）

（２）施設入所支
援

3居住系サービス（計画書P78～80）
進捗・課題等 次年度以降の展望等

進捗・課題等 次年度以降の展望等
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＊第６期計画は令和３年度からです。

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

月間実利用者数
（見込）

181 198 218 186 202 219

月間実利用者数
（実績）

172 184 199 210 221 234

月間実利用者数
（見込）

1 1 1 1 1 1

月間実利用者数
（実績）

0 1 0 0 1 1

月間実利用者数
（見込）

17 22 27 8 10 13

月間実利用者数
（実績）

9 5 6 9 9 7

（１）地域定着支
援

その他・
特記事項等

＊市内/市外の利用の区別なし。

令和３年度分
（２０２１年度分）

計画相談支援・地域定着支援ともに利用者数が増加している。引き続き、関係機
関と連携し、制度の周知等を行っていく。

新型コロナウイルス感染症の影響は比較的少ないサービスとなっており、潜在的なニー
ズも多く、今後も着実に利用が増加していくと考えられるため、関係機関と連携し、迅速
に対応する。

令和4年度分
（２０２2年度分）

計画相談支援は前年度より利用者数が増加、地域定着支援は前年度と同様の利
用者数であった。引き続き、関係機関と連携し、制度の周知等を行っていく。

潜在的なニーズも多く、今後も着実に利用が増加していくと考えられるため、関係機関
と連携し、相談支援の充実を目指していく。

令和5年度分
（２０２3年度分）

障害福祉サービス利用者が増加したことにより、計画相談支援実利用者も増加し
ている。しかしながらセルフプラン率も増加している状況。計画相談支援の利用希
望者を事業所につなげる支援方法を検討を行っていく。

潜在的なニーズも多く、今後も着実に利用が増加していくと考えられるため、関係機関
と連携し、相談支援の充実を目指していく。

計画

↓

実施

活動指標等

進捗・課題等 次年度以降の展望等

区分

（１）計画相談支
援

（１）地域移行支
援

4相談支援（計画書P81～82）
進捗・課題等 次年度以降の展望等

進捗・課題等 次年度以降の展望等
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＊第６期計画は令和３年度からです。

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

月間実利用者数
（見込）

150 180 216 228 267 312

月間実利用者数
（実績）

124 167 199 235 277 320

月間延利用日数
（見込）

1,824 2,136 2,496

月間延利用日数
（実績）

944 1,293 1,464 1,951 2,252 2,618

月間実利用者数
（見込）

1 1 1 1 1 1

月間実利用者数
（実績）

0 0 0 0 0 0

月間延利用日数
（見込）

8 8 8

月間延利用日数
（実績）

0 0 0 0 0 0

月間実利用者数
（見込）

213 255 306 224 250 279

月間実利用者数
（実績）

155 180 211 268 355 422

月間延利用日数
（見込）

2,688 3,000 3,348

月間延利用日数
（実績）

1,857 2,147 2,412 3,159 4,060 4,546

月間実利用者数
（見込）

1 1 1 16 20 24

月間実利用者数
（実績）

2 6 14 32 45 57

月間延利用日数
（見込）

32 40 48

月間延利用日数
（実績）

2 15 24 37 47 64

月間実利用者数
（見込）

1 1 1 1 1 1

月間実利用者数
（実績）

0 1 0 0 1 1

月間延利用日数
（見込）

15 15 15

月間延利用日数
（実績）

0 14 15 0 3 3

月間実利用者数
（見込）

78 85 93 144 168 196

月間実利用者数
（実績）

76 105 129 163 201 209

配置人数（見込） 検討 検討 検討 4 4 4

配置人数（実績） 2 4 4 4 6 8

その他・
特記事項等

＊（３）障害児入所支援は県事業につき目標設定なし。その他一部の項目については、令和２年度まで月間延利用日数の見込設定
なし。
＊市内/市外の利用の区別なし。

令和３年度分
（２０２１年度分）

新型コロナウイルス感染症の影響がある中でも、障害児の通所等については、着実に利
用量が伸びている。引き続き、適切な支援を行うとともに、適正なサービス提供を実施
する。
（保育課）障害児の利用希望人数は増加傾向にあり、令和４年度以降においても児童の
受け入れ体制を整えていく必要がある。

障害児のサービス利用量については、年々増加の一途をたどっている。今後、必要な支援
を適正に利用してもらうべく、各関係機関と連携し、障害児個人個人にあった支援を検討
し、成長にあわせ、切れ目のない相談支援体制を整える。

令和4年度分
（２０２2年度分）

全体的に前年度と比べると、利用者数及び利用日数ともに増加している傾向が伺える。
今後も安定して利用できるよう、利用者の希望にあった支援をする。
（保育課）昨年度に引き続き、障害等の配慮が必要な児に職員の追加配置をして受け入
れた民間園に対し補助金を交付した。加配児童数の増加傾向が著しいので次年度以降
に向けて補助金の交付を継続するほかにも受入の態勢を整えることが課題である。放
課後等デイサービスの充実などにより利用者が減少するなど事業の維持が困難になっ
たことから障害児放課後児童クラブ管理運営事業を令和4年度末をもって廃止した。障
害のある児童を受け入れ、専任の職員を配置した民間放課後児童クラブに対し補助金を
交付した。

障害児のサービス利用量については、今後も増加が見込まれる。必要な支援を適正に利用
してもらうべく、各関係機関と連携し、障害児個人個人にあった支援を検討し、成長にあわ
せ、切れ目のない相談支援体制を整える。また、インクルーシブ保育の実施など、療育と保
育の連携についても、必要な支援が行えるよう情報収集に努めていく。

令和5年度分
（２０２3年度分）

全体的に前年度と比べると、利用者数及び利用日数ともに増加している傾向が伺える。
児童発達支援センターができたことにより、障害児だけでなく保護者の支援を行えるよ
うになった。
（保育課）昨年度に引き続き、障害等の配慮が必要な児童に職員の追加配置をして受け
入れた民間園に対し補助金を交付した。加配児童数の増加傾向が著しいので次年度以
降に向けて補助金の交付を継続し、人員不足の民間園について受入の態勢を整えるよ
う促すことが課題である。

障害児のサービス利用量については、今後も増加が見込まれる。必要な支援を適正に利用
してもらうべく、各関係機関と連携し、障害児個人個人にあった支援を検討し、成長にあわ
せ、切れ目のない相談支援体制を整える。児童発達支援センターと協働し、必要な支援が
行えるよう情報収集に努めていく。
（保育課）加配を必要とする児童は今後も増加が予想される。各関係機関と連携するほ
か、インクルーシブ保育の実施を進め、必要な支援を行えるよう努める。また、障害児保育
の枠組みについても現状に合った内容に見直しを行う。

計画

↓

実施

活動指標等

（１）障害児通所支援
③放課後等デイサー
ビス

（１）障害児通所支援
④保育所等訪問支援

（２）居宅訪問型児童
発達支援

（４）障害児相談支援
①障害児相談支援

（４）障害児相談支援
②医療的ケア児に関す
る関連分野の支援を調
整するコーディネーター
の配置人数見込

進捗・課題等 次年度以降の展望等

区分

（１）障害児通所支援
①児童発達支援

（１）障害児通所支援
②医療型児童発達支
援

5障害のある児童への支援（計画書P83～92）　　１／２

進捗・課題等 次年度以降の展望等

進捗・課題等 次年度以降の展望等
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（５）障害児通所支援　障害のある子ども・子育て支援等（教育・保育）
＊第６期計画は令和３年度からです。

利用希望人数
（実人数）

受入可能人数
（実人数）

利用希望人数
（実人数）

受入可能人数
（実人数）

利用希望人数
（実人数）

受入可能人数
（実人数）

63 71 71 74 71 74

74 71 76 99 83 104

－ － － － － －

0 0 4 4 3 4

20 20 20 20 20 20

23 23 32 32 28 28

10 10 10 10 10 10

23 23 11 11 19 19

5 17 5 22 5 22

1 1 1 23 5 25

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

利用希望人数
（実人数）

受入可能人数
（実人数）

利用希望人数
（実人数）

受入可能人数
（実人数）

利用希望人数
（実人数）

受入可能人数
（実人数）

80 105 80 105 80 105

95 106 119 119 126 126

1 4 2 4 2 4

8 8 9 9 8 8

29 29 29 29 29 29

29 29 29 29 49 49

10 10 10 10 10 10

23 23 22 22 10 10

5 27 5 27 5 27

8 27 8 28 10 26

- - - - - -

- - - - - -

６　認可外（地方単独事業）

　　　（上記利用実績）

施設名

施設名

その他・
特記事項等

すべて年間実人数。
「３　放課後児童健全育成事業」…子ども・子育て支援法第５９条に定める当該事業の実人数。
「４　幼稚園」…私学助成の対象である幼稚園を含む。
「５　特定地域型保育事業」…小規模保育、家庭的保育、事業所内保育、居宅訪問型保育。
「６　認可外（地方単独事業）」…地方自治体が一定の基準に基づき運営費支援を行っている認可外保育施設。

　　　（上記利用実績）

４　幼稚園

　　　（上記利用実績）

５　特定地域型保育事業

　　　（上記利用実績）

１　保育所

　　　（上記利用実績）

２　認定こども園

　　　（上記利用実績）

３　放課後児童健全育成事業

令和３年度 令和４年度 令和５年度

2021年度 2022年度 2023年度

　　　（上記利用実績）

５　特定地域型保育事業

　　　（上記利用実績）

６　認可外（地方単独事業）

　　　（上記利用実績）

２　認定こども園

　　　（上記利用実績）

３　放課後児童健全育成事業

　　　（上記利用実績）

４　幼稚園

5障害のある児童への支援（計画書P83～92）　　２／２

進捗・課題等 次年度以降の展望等

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

一枚目に記載 一枚目に記載

計画

↓

実施

活動指標等

2018年度 2019年度 2020年度

１　保育所

　　　（上記利用実績）
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＊第６期計画は令和３年度からです。

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

年間手話通訳者派遣
利用件数見込(件)

760 770 780 500 600 700

上記利用実績(件) 546 603 423 479 525 464

年間要約筆記者派遣
利用件数見込(件)

3 4 5 12 14 16

上記利用実績(件) 4 12 7 21 6 7

年間手話通訳者
派遣人数見込(人)

720 720 740 600 700 800

上記利用実績(人) 696 734 464 567 623 548

年間要約筆記者
派遣人数見込(人)

12 13 14 12 14 16

上記利用実績(人) 12 24 12 35 12 14

①介護・訓練支援用具
(件)

2 2 2 5 5 5

上記利用実績(件) 6 4 6 10 5 6

②自立生活支援用具
(件)

15 15 15 17 17 17

上記利用実績(件) 22 13 9 11 14 8

③在宅療養等支援用具
(件)

10 10 10 18 18 18

上記利用実績(件) 15 20 21 9 9 11

④情報・意思疎通支援
用具(件)

36 36 36 25 25 25

上記利用実績(件) 18 25 23 28 24 17

⑤排せつ管理支援用具
(件)

1,374 1,374 1,374 1,700 1,700 1,700

上記利用実績(件) 1,604 1,634 2,453 1,904 2,146 2,162

⑥居宅生活動作補助用
具(件)

1 1 1 4 4 4

上記利用実績(件) 4 3 4 5 4 0

利用者数見込(人) 96 100 104 96 98 100

上記利用実績(人) 96 92 70 73 72 101

延べ利用時間見込(時
間)

17,805 18,161 18,524 16,608 16,854 17,300

上記利用実績(時間) 16,453 14,972 13,300 15,177 15,467 16,404

令和5年度分
（２０２3年度分）

前年度に比べ、移動支援事業、ふれあいスポーツ大会において増加が見られ、外出やレク
リエーションなど新型コロナウイルス感染症の影響が大きかった部分において、影響から
の脱却が見られた。

新型コロナウイルス感染症の影響により社会情勢が大きく変わった結果、需要状況にも
変化が見られることから、今後、需要を踏まえた適切な事業実施を検討する。

計画

↓

実施

活動指標等

意思疎通支援事
業（手話通訳者・
要約筆記派遣事
業）

日常生活用具給
付等事業

進捗・課題等 次年度以降の展望等

区分

移動支援事業

その他・
特記事項等

＊地域生活支援事業のうち主な事業を掲載。見込み・実績いずれも４月利用分から３月利用分で１年分を原則としている。
＊市内/市外の利用の区別なし。

6地域生活支援事業（計画書P93～112）　１／２

進捗・課題等 次年度以降の展望等

進捗・課題等 次年度以降の展望等

令和３年度分
（２０２１年度分）

令和２年度に比べ、全体的に利用実績は増加しているが、新型コロナウイルス感染症拡
大前の水準には戻っていない。引き続き新型コロナウイルス感染症の影響があると思わ
れる。また、レクリエーション事業も新型コロナウイルス感染症で中止となっており、感染
症対策を行いながらの事業継続が課題となっている。

新型コロナウイルス感染症の影響が収まりつつある中、社会参加に関しての支援を適切
に行っていくととともに、新型コロナウイルス感染症等を踏まえた上で、安全に事業を
行っていくために、様々な事例を調査する。

令和4年度分
（２０２2年度分）

令和３年度に比べ、全体的に利用実績は増加している。まだ新型コロナウイルス感染症の
影響は強くあったものの、回復傾向にある。今後は新型コロナウイルス感染症への対応
変化を見据えた事業実施が課題となっている。

新型コロナウイルス感染症に対する社会情勢の変化をとらえ、適切な事業実施に向けた
対応を調査検討する。
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＊第６期計画は令和３年度からです。

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

１日平均実利用者数見込(人)
(　）内は市外にある地活の利用者

40
（2）

40
（2）

40
（2）

20 20 20

上記利用実績(人)
（　）内は市外

18
(1)

17
(1)

14
（0）

15
（0）

14
(0)

12
（0）

通所か所数見込(か所)
(　）内は市外にある地活の

利用か所数

５
（１）

５
（１）

５
（１）

3 3 3

上記利用実績(か所）
（　）内は市外

※さいたまダルク別掲

4
(1)

3
(1)

3
(0)

3
(0)

3
(0)

3
(0)

月間実利用者数見込(人) 15 16 17 12 12 12

上記利用実績(人) 21 12 4 5 10 6

ふれあいスポーツ大会
参加人数見込(人)

270 270 270 280 280 280

上記利用実績(人) 261 287 ― ― 93 123

スポーツ・レクリエーションの集い
参加人数見込（人）

270 270 270 130 140 150

上記利用実績(人) 91 122 ― ― ― ―

日中一時支援事
業

スポーツ・レクリ
エーション教室
開催等

その他・
特記事項等

＊地域生活支援事業のうち主な事業を掲載。見込み・実績いずれも４月利用分から３月利用分で１年分を原則としている。
＊市内/市外の利用の区別なし。

一枚目に記載 一枚目に記載

計画

↓

実施

活動指標等

6地域生活支援事業（計画書P93～112）　２／２

進捗・課題等 次年度以降の展望等

区分

地域活動支援セ
ンター事業
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＜Ｒ６年度　障害者自立支援協議会スケジュール（案）＞

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

障害者自立
支援協議会

本会議１回

権利擁護１回

地域拠点２回

こども２回

精神包括２回

特定相談支援
事業所連絡会

７回

本会議

【5/30】

501会議室

地域拠点①

【7/30午前】

101会議室
権利擁護

【11月中】

地域拠点②

【2/4午前】

501会議室

こども①

【7/17午後】

501会議室

こども②

【1/15午後】

502会議室

精神包括①

【8/5午前】

501会議室

精神包括②

【1/27午前】

大会議室手前

連絡会①

【4/18】

連絡会②

【未定】

連絡会③

【未定】

連絡会④

【未定】

連絡会⑤

【未定】

連絡会⑥

【未定】

連絡会⑦

【未定】

資料3


